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統廃合 定員変更・ 廃園及び定 定員充足率 在籍率
全保育所数 新設　　廃園 増員　　減員 員縮小割合 （利用率）
北海道 698 10　　　16 11　　　8915．0％ 73．9％ 16．2％
東　　北 1，818 24　　　32 51　　30918．8 81．4 20．3
関　　東 4，372 35　　　77 129　　62616．1 81．6 16．5
北　　陸 1，870 25　　　45 169　　66838．1 85．6 38．6
（新潟県） （770） （14）　（24） （42）　（243） （34．6） （82．4） （35．0）
中　　部 3，276 19　　　55 417　　82126．7 81．5 27．8
関　　西 2，316 37　　　46 163　　29114．6 81．0 21．7
中　　国 1，721 14　　　42 94　　29519．6 8L4 28．4
四　　国 1，141 5　　　26 70　　26825．8 79．0 31．3
九　　州 3，306 25　　　57 141　　39713．7 86．3 25．5
小　　計 20，518 195　　3961，245　3，76420．3 81．3 25．1
政令指定
12都市計 2，119 16　　　14 130　　22011．0 86．5 16．7




































































































































































































































































































































































































































































































人 口 6，397人 5，593人
学齢前児童数 263人 298人
要保育児童数 200人 118人
保　育　所
?
2（私立2） 2（公2）? ?
200人 120人
在籍児童数 183人 118人
（うち未満児数） 27（14．8％） 6（5．1％）
定員充足率 91．5％ 98．3％
在　　籍
?
69．6％ 39．6％
（出所）　表（9）に同じ
　1町は長岡市への通勤圏にある海岸町，NG村は妙
高高原近くの山村であるが上越市への通勤圏にある。
町と村，人ロ規模もやや異なり比較するには無理な面
もあるが，幼稚園を有していないこと，学齢前児童数
が比較的似ていること，そしてなによりも同じ位の乳
幼児数でありながら，1町では在籍率で，NG村は定
員充足率で県内の最高を誇っている特徴があるのでと
りあげたものである。どちらも定員充足率は90％以上
と高いがその中身の比較が興味深い。
　1町には私立園が2園，NG村には公立園が2園あ
しかし，表から分かるように，学齢前児童数が1
町の方がNG村よりも35人も少ないのにもかかわら
ず，逆にその在籍率（在籍率の69．6％は離島の粟島＝
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86．4％を除いて県内最高である。）は倍近く高く，在籍
児童数，未満児保育率等々もNG村よりもかなり高く
なっている。一方のNG村は在籍率が39．6％とかなり
低いにもかかわらず，．定員充足率が98．3％と驚異的に
高いことに驚かされる。（この定員充足率は94年4月当
初では県内最高）
　1町とNG村の対比からは幾つかのことを考えさせ
られる。その一つはこれまでも述ぺてきたことと共通
することであるが，地域における「要保育」児童概念
とその把握にもとつく「保育所定員」の意味である。
NG村の例に限らず，新潟県には他にも在籍率は低い
にもかかわらず定員充足率は高い市町村がかなりあ
る。‘19）見かけ上の定員充足率を上げるには，在籍率を
あげる努力よりも保育所定員を切り下げる方がはるか
に楽なことである。地域の保育所を見るときには「定
員充足率」にまどわされてはならないのである。
　第二には，すでに例1および例2のN町やN村の場
合で，私立保育所の経営努力についてはふれているが，
例3もそれを裏付けるものとなっていることを指摘し
ておきたい。前二例と同様に，文字通り生活のかかっ
た私立保育所関係者の多大な努力と，政策配慮上それ
に応えざるを得ない行政当局の姿勢の相違がその数値
の背後にあることを推察させるものである。一一逆に
述べるならば，行政姿勢によっては公立園のみの地域
でも例1～3の私立園のある地域の在籍率や未満児保
育率までは高めることが可能であることが示唆され
る。一
　以上，比較的類似した条件下にあるが対照的な6つ
の町村をとりあげてみた。（幼稚園を有さない）地域の
今後の保育所の整備目標や動向にかかわって，ここで
の一応の結論として以下①一・一④のことを述ぺておきた
い。④は関係者では周知のことであるがあらためて指
摘しておきたい。
　①地域では要保育児童への保育率や定員充足率より
　　も学齢前児童総数に対する保育所での在籍率をみ
　　ることの方が実際的であり重要である。学齢前児
　　童数に対しては，在籍率70％程度が地域実態にふ
　　まえた（最大の）措置児数の目標となり，当面の
　　最低目標は50％程度であろう。
②したがって，各市町村の総定員の設定には，地域
　　別，各保育所の定員別，年齢別の割合は別として，
　　学齢前児童総数を基準にその8割程度を設定し，
　①の充足努力をすれば充足率は90％程度になり，
　　妥当な数値となる。
③未満児の保育率（在籍児童数に対する未満児の保
　育割合）の目標を30％程度におくことは，たとえ
　祖父母同居の多い農山村過疎地域でも十分に現実
　的である。
④保育所の入所児童数は私立園の多い町村の方が，
　公立園ばかりの地域よりは経営努力と行政の政策
　的配慮で一般的には多くなる傾向がある。しかし
　それは行政の姿勢に大きく左右されるものであ
　り，公立園だけの町村でも高い数値をあげること
　は可能である。
5．おわりに
　「エソゼルブラソ」の実施を目前に，保育（所）界
はいま戦後最大の根本的な再編成期にさしかかってい
る。その改革の基本方向は当然ながら社会福祉「改革」
全体の流れを反映したものであり，（2°）保育所との関連
では，①サービスの多様化をすすめるためのいわゆる
「企業化」，②市町村を主体にした「地域化」，③利用
対象の「一般化」＝狭義の「保育に欠ける」児童だけで
なく広く，地域の子育て支援対策の3点の方向が特に
当面重要なものと思われる。
　しかし，保育所の利用理由は，前節でも簡単にふれ
たように実に多様なものが相互に関連しているもので
あり，その展開には歴史的経過を含めた地域性が極め
て大きく関与する。（21）新潟県を例にとるならば，3分
の二以上の64町村が幼稚園を有せず，しかも郡部を中
心に公立園のみの地域が極めて多いこと，過疎指定地
域が全県の半数近くにおよび，財政力指数もかなり低
い市町村が多いといった特徴がある。こうした特徴を
有する地域では，上記の3点のうち①の「企業化」の
方向は，もともとサービス競争によって新たな需要を
喚起する＝保育所利用者の拡大をもたらす余地のある
大都市を中心とした，しかも私立園が存在する地域で
の発想だけに，そうした展開によって今後の保育所の
再編成がなされていくと予測するには無理があるよう
に思われる。問題は②，③の改革方向が地域の保育行
政に今後さらにどのように影響を及ぼすかである。
　本小稿での検討事項との関連でその結論だけを述ぺ
るならば，②に関しては，今後の地域での利用者や関
係者による住民主体の観点にたった自覚的な運動の有
無により，市町村による保育サービス格差が一段と広
がるであろうこと，③に関しては，従来にもましてこ
れらの地域では保育所が低年齢乳幼児からの「健全育
成」を主眼とした“全村保育”的色彩を強めていくも
のと筆者は推測している。
一62一
近年における保育政策の転換と保育所の改廃動向についての一一考察
　本稿中で述ぺたように，わが国の保育政策は90年頃
を境に大きな転換期をむかえた。それに伴い全国レベ
ルにおいても，地域レベルにおいても保育所の運営や
利用形態，利用層に質的・量的変化がかなり生じてい
る。その結果，そうした変化を自覚し得ない市町村に
おいては保育所とその利用者との間に齪鱈が生じ，そ
のことが一因となって保育所それ自体の存立にまで影
を落としている。’
　子育てネットワークの中心としての保育所が，文字
通り地域に開かれた子育てセソターとしての役割を果
たしていくには，財政的支援はもとより多様な準備が
必要とされる。しかし，その前提は本稿の執筆意図で
もあるように，現時点でも不断に在籍率を高め，時代
のニーズに応えようとする姿勢が行政や関係者に強く
あるか否かであろう。現状でのその市町村格差はあま
りにも大きく，在籍率の拡大のために具体的努力が強
く期待される所以である。
　「エソゼルブラソ」の実施にともない，各市町村で
もその実施計画つくりが「ゴールドブラソ」同様にこ
の数年内に行われるはずである。各市町村の責任は重
大である。筆者もまた地域住民の一人として，また児
童福祉関係者の一員としてその計画策定にかかわって
いかなければならないと考えている。
　　（註）
（1）最終報告書は「利用しやすい保育所」つくりをテー
　マに，賛否両論併記のかたちではあったが，措置児
　対象を一定収入以下の家庭の子どもに限定しようと
　する内容が含まれていたため，措置制度の維持，充
　実を願う保育所団体から強い批判をあびることに
　なった。95年度に関してはその実施は見送られたが，
　96年以降は不確定である。なお関連する資料は多い
　が，厚生省への批判的立場からのものでは全国保育
　団体連絡会編『保育白書』94年版（94年8月）がま
　とまっている。
（2）94年9月8日付の「与党福祉プロジェクト資料」
　で，エンゼルブラソ主要整備目標としてその数値が
　あげられている。その後の94年12月の厚生省の緊急
　保育5ケ年対策事業等もその数値を基本ベースとし
　ていると考えられる。
（3）三審議会合同企画分科会は昭和61年に発足し，3
　年間をかけて福祉サービスの在り方を全面的に検討
　していた。そこでの保育関係者の関心はいわゆる「民
　活路線」にもとつく保育所の「利用施設」化の方向
　が打ち出されるのではないかと言うことであった。
　しかし，意見具申は社会福祉見直しの具体的方策と
　して5点をあげているが，基本は福祉（保育）にお
　ける措置制度の堅持をわが国の将来方向として提言
　している。以後，いわゆる公共経済学老らによる「改
　革論議」もその内容が変わってくる。なおその意味
　については，全国私立保育園連盟編r保育通信」89
　年5月号参照。’
（4）全国保育協議会編『全国保育協議会だより』昭和
　61年7月号などによれば，昭和59年（84年）中に定
　員縮小した園が1112ケ所にのぼったことが知れてい
　る。「定員割れ」問題への言及は関係団体の大会や雑
　誌の中でしばしば当時とりあげられている。地域の
　深刻な定員割れ問題実態については拙稿「新潟県に
　おける過疎地域の保育問題の一考察」r暁星論叢』第
　26号，90年6月に詳しい。
㈲　全国私立保育園連盟編r農山村保育所の現状　今
　後のあり方及び振興策』91年6月，同連盟編「前　掲
　書，　II』93年6月参照のこと。
（6）　3回の調査はほぼ同一内容の「保育所の入所措置
　に関する市町村調査」である。その内容は82年調査
　が拙稿「保育所入所措置調査からみた保育の権利の
　一考察」『保育情報」昭和58年11月号。87年調査につ
　いては同「団体委任事務化と保育所入所措置実態の
　一考察」r社会福祉学』29巻2号（88年9月）。94年
　調査は「保育所入所措置実態と地域保育行政の課題」
　『新潟経営大学研究紀要』第1号，95年3月刊行予
　定にまとめている。県内109市町村へのアソケートで
　各102，97，99市町村の回答を得たものである。なお第
　1回調査は今泉優子氏（元・新潟大学教育学部生）
　らが実査を担当したものである。
（7）　（財）日本児童福祉協会他編r全国保育所名簿」
　は昭和86年4月，同87年4月，同92年4月1日時点
　のデータにもとつく3冊しか刊行されていない（刊
　行年はそれぞれ87，88，93年）。稚拙な方法であるが，
　保育所の改廃動向の内訳はその名簿の対照以外の方
　法が無い。
（8）在籍率が低いのに定員充足率が高い場合には定員
　設定自体が「過少」であること，定員充足率が低い
　場合には「経営努力」の不足や保育所条件の悪い所
　であることを一般的に暗示している。在籍率は幼稚
　園の有無を別にすれば市町村保育行政のさまざまな
　問題をみる指標となるものである。
（9）全国夜間保育園連盟編『第6回　夜間保育園研究
　大会資料』，93年2月などでも利用者の「一般化」の
　傾向が指摘されている。
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㈹　拙稿「過疎地域における保育所の現況とその制度
　の在り方に関する一考察」「社会福祉学』第31巻2
　号（90年10月）がその代表的なものである。
㈹　「利用しにくい」実態は，入所申請する段階にま
　でこぎつけられた利用者ではあまり問題にならない
　が，時間が短い，0歳児で近くの保育所で受入れし
　てもらえない，保育料が高いなどの理由ではじめか
　ら入所をあきらめている潜在的な利用者の存在がも
　ちろん問題である。
ω　へき地保育所の動向については「地域における保
　育所の統廃合問題の一考察（1）］r日本保育学会第43
　回　日本保育学会大会研究論文集』402～403頁参照
　のこと。廃園手続きが簡単なへき地保育所が地域の
　保育所の定員調節上の安全弁になっているのであ
　る。
（13）在籍率は本稿中の粟島の86．3％を最高に，60％台
　に11町村，50％台に30市町村，40％台に33市町村，
　30％台が21市町村，20％台が9町村，そしてそれ以
　下が4町村である。A町は3．4％で最低である。
（14）地域，とりわけ過疎地域などでの「保育に欠ける」
　概念は難しい。要保育児童の算出方法も筆者の94年
　度の新潟県の入所措置実態調査では「住民台帳から
　適当に拾う」が38．1％，「申込数」24．2％，「推計数
　値」21．2％，「一定年齢以上全員」7．1％など多様で
　ある。本稿中でとりあげた町村では1町が民生委員
　の調べ，1村が推計により，他の4町村は住民台帳
　から（適当）に拾う方法である。なお詳しくは，拙
　稿「保育所入所措置実態と地域保育行政の課題」『新
　潟経営大学研究紀要』第1号，95年3月刊行予定を
　参照のこと。
㈲　保育所に在籍する一定年齢以上の幼児の全部また
　は一部を幼稚園に移行させている町村は新潟県には
　A町以外にも11町村程ある。公立の幼稚園の経営維
　持および就学前教育の平等，財政上のメリット等々
　の理由がその背景にあるようであるが，0歳からの
　発達を見通せる保育所からあえて新設して幼稚園に
　移行させる「教育」的意味は筆者には分からないと
　ころである。
㈹　同町のその経過については，拙稿「現代保育制度
　の点検　12　へき地保育所」r保育の友』昭和62年6
　月号参照のこと。
働　新潟県全体の未満児保育率は8．5％であるが，全く
　受け入れしていない町村の5を含め39市町村が10％
　未満である。その入所率33．3％は新潟県では抜群に
　高い数値である。
⑯　筆者の94年入所措置調査では39市町村がそう答え
　ている。0歳児が実際に一人も入所していない町村
　は保育所を有する89町村申の78％の69町村にも上っ
　ている。
㈹　在籍率31．6の％NK村が定員充足率82．4％，同じ
　く31．2％のM町が充足率86．4％，同じく39．2％のH
　村が88．0％など，かなり「不自然」に充足率が高い
　町村が8町村ほどある。
⑳　福祉改革の全体潮流は一般に，普遍化，自助化，
　多元化，地域化，自由化，分権化，計画化，総合化，
　専門職化等々といわれている。古川孝順r児童福祉
　改革』誠信書房，91年11月。
⑳　保育ニーズとその地域性については　石毛鎮子
　「保育需要の多様化と地域性」r都市問題194年6月
　号が示唆に富んでいる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94。12．25）
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